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管 理 部 門 担当者 様 にとって注目のテーマに気 付きをお 届 けする

2024 4/1

改
正
の
大
き
な
方
針

改
正
の
内
容
は
、
当
然
な
が
ら
時
勢
が
反
映

さ
れ
て
い
ま
す
。
令
和
６
年
度
の
税
制
改
正
の

大
き
な
方
針
は
以
下
の
と
お
り
で
す
。


人
材
投
資
を
促
す
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
（
控
除

枠
の
拡
大
）
を
設
け
、
賃
上
げ
を
促
進


生
産
性
向
上
・
供
給
力
強
化
を
目
指
し
た
、

国
内
投
資
の
促
進


地
域
経
済
の
活
性
化


グ
ロ
ー
バ
ル
化
へ
の
対
応


税
負
担
の
公
平
性
の
確
保

な
か
で
も
、「
企
業
の
従
業
員
の
賃
上
げ
に
関

わ
る
内
容
」
が
今
回
の
税
制
改
正
の
大
き
な
目

玉
と
な
っ
て
お
り
、
か
つ
、
中
堅
・
中
小
企
業

Vol.58

令和６年度令和６年度
税制改正大綱税制改正大綱
押さえるべきポイント押さえるべきポイント
11 年に1度発表される税制改正大綱を知れば、税制面での大きな変更点や次年年に1度発表される税制改正大綱を知れば、税制面での大きな変更点や次年

度以降に検討されている税制の方向性が分かります。その影響範囲はとても度以降に検討されている税制の方向性が分かります。その影響範囲はとても

大きく、特に経営者や管理部門の担当者は事前に内容をチェックし、事業運営に活大きく、特に経営者や管理部門の担当者は事前に内容をチェックし、事業運営に活

かす観点での対応が求められます。今回は「賃上げ促進税制の強化」が特に大きかす観点での対応が求められます。今回は「賃上げ促進税制の強化」が特に大き

な目玉で、今から対応を検討し実施することで、企業・従業員ともにメリットがもな目玉で、今から対応を検討し実施することで、企業・従業員ともにメリットがも

たらされます。たらされます。

中小・中堅企業やその幹部層に影響のある押さえるべきポイントについて、税理士中小・中堅企業やその幹部層に影響のある押さえるべきポイントについて、税理士

法人アイユーコンサルティング 青木恵税理士にお話を伺いました。法人アイユーコンサルティング 青木恵税理士にお話を伺いました。

税理士法人アイユーコンサルティング
税理士

青木 恵 （あおき めぐむ）

管理部門注目のイベント
2024年4月

1日
・�労働基準法施行規則改正
労働条件明示のルールなど

・改善基準告示改正
特定業種の労働時間上限規制見直し

・商標法改正
登録可能な商標の拡充など

・不正競争防止法改正
デジタル化に伴うブランド・デザインの保護
強化など

・障害者差別解消法改正
事業者による障害者への合理的配慮の提供
の義務化
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に
対
す
る
影
響
度
合
い
が
大
き
い
た
め
、
本
稿

で
は
手
厚
く
紹
介
し
ま
す
。

ち
な
み
に
、
こ
れ
ま
で
は
大
企
業
の
区
分
に

含
ま
れ
て
い
た
企
業
の
う
ち
、
従
業
員
数
が

2
0
0
0
人
以
下
の
企
業
が
新
し
く
「
中
堅
企

業
」
と
法
律
上
定
義
さ
れ
、
税
区
分
が
新
設
さ

れ
ま
し
た
。
つ
ま
り
、
大
企
業
が
更
に
細
か
く

分
け
ら
れ
、
中
堅
企
業
と
い
う
カ
テ
ゴ
リ
ー
が

新
設
さ
れ
た
の
で
す
。
言
い
換
え
る
と
、
従
業

員
数
が
2
0
0
0
人
以
下
の
企
業
か
つ
中
小
企

業
の
定
義
に
該
当
し
な
い
企
業
が
、
中
堅
企
業

で
す
。

従
業
員
数
が
多
い
順
に
大
企
業
→
中
堅
企
業

→
中
小
企
業
→
小
規
模
企
業
者
に
分
類
さ
れ
た

こ
と
に
な
り
ま
す
。
中
堅
企
業
の
数
は
お
よ
そ

一
万
社
弱
で
、
4
0
0
万
社
以
上
あ
る
中
小
企

業
に
比
べ
る
と
、
該
当
企
業
は
比
較
的
少
な
い

の
が
特
徴
で
す
。

な
お
、「
製
造
業
な
ら
従
業
員
3
0
0
人
以
下
、

ま
た
は
資
本
金
3
億
円
以
下
」
な
ど
の
中
小
企

業
者
の
定
義
（
図
表
1
）
は
こ
れ
ま
で
と
変
わ

り
ま
せ
ん
。

中
堅
・
中
小
企
業
に

直
接
影
響
す
る

改
正
ポ
イ
ン
ト

■ 

賃
上
げ
促
進
税
制

大
綱
に
は
税
制
改
正
の
意
図
が
書
か
れ
て

い
ま
す
。
新
型
コ
ロ
ナ
禍
が
一
段
落
し
た
現
在

も
物
価
の
イ
ン
フ
レ
が
続
き
、
世
界
的
に
も

物
価
上
昇
は
続
い
て
い
ま
す
。
と
こ
ろ
が
、
諸

外
国
で
は
イ
ン
フ
レ
に
伴
っ
て
賃
金
も
上
昇
し

て
い
る
の
に
対
し
、
日
本
で
は
実
質
賃
金
が

2
0
2
3
年
12
月
時
点
で
21
カ
月
連
続
の
マ
イ

ナ
ス
で
す
。

そ
の
た
め
政
府
は
、
イ
ン
フ
レ
に
よ
る
物
価

上
昇
に
合
わ
せ
た
賃
上
げ
と
、「
安
い
日
本
か
ら

の
脱
却
」
を
目
指
し
て
い
ま
す
。
そ
の
想
い
を

込
め
た
の
が
、
今
回
大
幅
に
改
正
さ
れ
た
賃
上

げ
促
進
税
制
で
す
。
具
体
的
な
改
正
内
容
は
次

の
3
点
で
す
。

一
定
の
給
与
増
加
額
に
対
し
て
控
除
を
認
め
る

税
区
分
は
、
大
企
業
・
中
堅
企
業
と
中
小
企

業
の
二
つ
に
大
き
く
区
分
さ
れ
て
い
ま
す
。
こ

の
賃
上
げ
促
進
税
制
は
数
年
前
か
ら
続
い
て
い

て
、
今
回
の
改
正
で
3
年
間
延
長
さ
れ
、
か
つ

適
用
要
件
が
緩
和
さ
れ
ま
し
た
。
控
除
率
が
上

が
っ
た
点
も
特
筆
す
べ
き
変
更
点
で
す
。


大
企
業
・
中
堅
企
業
は
全
雇
用
者
の
給
与
等

支
給
・
増
加
額
の
最
大
35
％
を
税
額
控
除


中
小
企
業
は
、
増
加
額
の
最
大
45
％
を
税
額

控
除

※�

税
額
控
除
額
の
計
算
は
、
全
雇
用
者
の
前

事
業
年
度
か
ら
適
用
事
業
年
度
の
給
与
等

支
給
額
の
増
加
額
に
税
額
控
除
率
を
乗
じ

て
計
算
。
た
だ
し
、
控
除
上
限
額
は
法
人

税
額
ま
た
は
所
得
税
額
の
20
％
（
経
済
産

業
省
の
資
料
よ
り
）

中

 

小

 

企

 

業

 

を

 

対

 

象

 
に
 

5
年
間
の
繰
越
税
額
控
除
制
度
が
新
設

今
回
の
改
正
で
、
繰
越
税
額
控
除
の
制
度
が

初
め
て
新
設
さ
れ
ま
し
た
。
中
小
企
業
へ
の
イ

ン
パ
ク
ト
が
と
て
も
大
き
い
で
す
。
こ
れ
ま
で

は
、
せ
っ
か
く
給
与
額
を
上
げ
て
も
、
そ
の
年

が
赤
字
で
利
益
が
出
て
い
な
け
れ
ば
、
法
人
税

の
控
除
が
受
け
ら
れ
ま
せ
ん
で
し
た
。
中
小
企

業
の
半
数
以
上
は
赤
字
と
言
わ
れ
て
い
ま
す
か

ら
、
半
数
以
上
の
中
小
企
業
は
賃
上
げ
税
制
の

恩
恵
を
受
け
ら
れ
ま
せ
ん
で
し
た
。
つ
ま
り
赤

字
で
あ
れ
ば
そ
も
そ
も
払
う
法
人
税
が
な
く
、

給
与
を
増
額
し
て
も
控
除
の
恩
恵
が
受
け
ら
れ

な
か
っ
た
の
で
す
。

今
回
の
改
正
で
繰
越
が
で
き
る
よ
う
に
な
る

と
、
た
と
え
赤
字
の
企
業
で
も
、
翌
年
以
降
に

黒
字
化
す
れ
ば
賃
上
げ
分
を
控
除
に
充
て
ら
れ

る
よ
う
に
な
り
、
よ
り
控
除
を
受
け
や
す
く
な

る
の
で
す
。

給
与
を
上
げ
た
う
え
に
、
更
に
利
益
が
赤
字

で
は
苦
し
い
一
方
で
し
た
。
改
正
後
は
、
最
大

で
5
年
間
繰
り
越
せ
る
た
め
、
6
年
目
以
降
に

黒
字
が
出
れ
ば
控
除
対
象
に
充
て
ら
れ
ま
す
。

納
税
額
を
減
ら
せ
る
意
味
で
は
、
中
小
企
業
に

と
っ
て
朗
報
だ
と
思
い
ま
す
。

雇
用
者
全
体
の
給
与
が
前
年
対
比
1
・
5
％

以
上
増
え
て
い
れ
ば
基
本
的
な
要
件
は
満
た
す
た

め
、
多
く
の
中
小
企
業
に
と
っ
て
取
り
組
み
や
す

く
、
恩
恵
を
受
け
る
企
業
が
増
え
る
は
ず
で
す
。

今
回
の
税
制
改
正
の
中
で
、
法
人
税
の
減
税
効
果

が
一
番
受
け
や
す
い
制
度
だ
と
思
い
ま
す
。
こ
れ

は
、「
積
極
的
に
賃
上
げ
を
し
て
く
だ
さ
い
」
と

い
う
政
府
か
ら
の
メ
ッ
セ
ー
ジ
に
な
っ
て
い
ま
す
。

教

 

育

 

訓

 

練

 

費

 

や

 

子

 

育

 

て

 

支

 

援

 

の

 

要

 

件

 
を
 

満
た
せ
ば
、
控
除
額
の
上
乗
せ
加
算
対
象
に

従
来
か
ら
あ
っ
た
教
育
訓
練
費
の
上
乗
せ
要

［図表1］中小企業者の定義

出典：「中小企業者の定義」（中小企業庁）

※ 上記にあげた中小企業の定義は、中小企業政策における基本的な政策対象の範囲を定めた「原則」であり、法律や制度によって
「中小企業」として扱われている範囲が異なることがあります。

業種分類 中小企業基本法の定義

製造業その他 資本金の額又は出資の総額が 3億円以下の会社又は常時使
用する従業員の数が 300人以下の会社及び個人

卸売業 資本金の額又は出資の総額が 1億円以下の会社又は常時使
用する従業員の数が 100人以下の会社及び個人

小売業 資本金の額又は出資の総額が 5千万円以下の会社又は常時
使用する従業員の数が 50人以下の会社及び個人

サービス業 資本金の額又は出資の総額が 5千万円以下の会社又は常時
使用する従業員の数が 100人以下の会社及び個人
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件
に
加
え
、
子
育
て
と
の
両
立
・
女
性
活
躍
支

援
の
上
乗
せ
要
件
が
新
設
さ
れ
ま
し
た
。
し
か

し
認
定
を
受
け
る
た
め
の
要
件
は
な
か
な
か
厳

し
い
こ
と
を
、
頭
の
片
隅
に
入
れ
て
お
い
て
く

だ
さ
い
。
教
育
訓
練
費
は
要
件
を
満
た
せ
ば
税

額
控
除
率
を
大
企
業
・
中
堅
企
業
で
は
5
％
、

中
小
企
業
で
は
10
％
、
子
育
て
と
の
両
立
・
女

性
活
躍
支
援
は
認
定
を
受
け
ら
れ
れ
ば
5
％
上

乗
せ
さ
れ
ま
す
。

■  

交
際
費
か
ら
除
外
さ
れ
る 

飲
食
費
の
上
限
見
直
し

交
際
費
な
ど
の
範
囲
か
ら
除
外
さ

れ
、
損
金
に
参
入
で
き
る
金
額
が
、
1

人
あ
た
り
5
千
円
以
下
か
ら
、
1
人
あ

た
り
1
万
円
以
下
に
引
き
上
げ
ら
れ
ま

し
た
。
要
す
る
に
、
全
額
を
経
費
に
で

き
る
1
人
あ
た
り
の
飲
食
費
の
上
限
額

が
１
万
円
以
下
に
引
き
上
げ
ら
れ
ま
し

た
。
ど
の
企
業
に
も
影
響
す
る
改
正
で

す
。
ち
な
み
に
、
中
小
企
業
の
交
際
費

枠
上
限
額
8
0
0
万
円
は
変
更
さ
れ
て

い
ま
せ
ん
。（
図
表
2
）

■ 

事
業
承
継
税
制

事
業
承
継
に
関
し
、
2
0
1
8
年
か

ら
の
10
年
間
限
定
で
納
税
が
猶
予
さ
れ

る
特
例
措
置
に
つ
い
て
、
特
例
承
継
計

画
の
提
出
期
限
が
2
0
2
6
年
3
月

ま
で
と
、
2
年
間
延
長
さ
れ
ま
し
た
。

2
0
2
7
年
12
月
31
日
（
個
人
事
業
者

は
2
0
2
8
年
12
月
31
日
）
ま
で
の
適

用
期
限
は
延
長
さ
れ
な
い
も
の
の
、
エ

ン
ト
リ
ー
（
書
類
提
出
）
の
期
限
が
延

長
さ
れ
た
の
で
す
。
相
続
税
や
贈
与
税

を
払
え
る
資
産
や
預
金
が
な
く
、
財
産

の
ほ
と
ん
ど
が
自
社
株
式
の
場
合
な
ら
税
金
が

払
え
な
い
事
態
に
陥
り
ま
す
が
、
当
特
例
措
置

に
エ
ン
ト
リ
ー
し
て
お
け
ば
、1
0
0
%
（
全
額
）

猶
予
さ
れ
る
可
能
性
が
あ
り
ま
す
。

２
代
目
・
３
代
目
の
跡
取
り
に
事
業
承
継
を

考
え
て
い
る
社
長
は
、
大
き
く
関
係
す
る
税
制

で
す
。
将
来
関
係
し
て
く
る
可
能
性
が
少
し
で

も
あ
る
の
で
あ
れ
ば
、
エ
ン
ト
リ
ー
だ
け
し
て

お
い
て
も
損
は
あ
り
ま
せ
ん
。

■ 

中
小
企
業
倒
産
防
止
共
済
の
改
正

中
小
企
業
倒
産
防
止
共
済
（
通
称：経
営
セ
ー

フ
テ
ィ
共
済
）
が
改
正
さ
れ
ま
す
。
今
回
の
改

正
で
、
2
0
2
4
年
10
月
1
日
以
降
の
契
約
に

つ
い
て
は
、契
約
を
解
除
し
、再
契
約
し
た
場
合
、

契
約
解
除
の
日
か
ら
2
年
間
を
置
か
な
い
と
経

費
計
上
が
で
き
な
く
な
り
ま
す
。

中
小
企
業
倒
産
防
止
共
済
の
掛
け
金
は
最
大

8
0
0
万
円
ま
で
積
立
て
が
可
能
で
、
掛
け
金

は
損
金
扱
い
に
で
き
ま
す
。
取
引
先
の
倒
産
な

ど
で
、
赤
字
や
経
営
難
に
陥
っ
た
中
小
企
業
を

連
鎖
倒
産
か
ら
救
済
す
る
た
め
の
制
度
で
す
。

解
約
す
れ
ば
、
掛
け
金
を
解
約
手
当
金
（
た
だ

し
課
税
対
象
）
と
し
て
受
け
取
れ
ま
す
。

つ
ま
り
、実
質
的
に
は
課
税
の
繰
り
延
べ
（
節

税
対
策
）
に
な
る
の
で
す
が
、「
掛
け
金
が
満
額

1
0
0
%
戻
っ
て
く
る
掛
金
納
付
月
数
３
年
４

カ
月
時
点
で
解
約
し
て
、
す
ぐ
再
加
入
を
行
う
」

と
い
う
、
制
度
本
来
の
理
念
と
は
異
な
る
利
用

の
さ
れ
方
が
増
え
た
た
め
、
今
回
の
改
正
と
な

り
ま
し
た
。

条
件
が
厳
し
く
改
正
さ
れ
る
た
め
、
中
小
企

業
に
は
少
し
影
響
が
出
る
改
正
で
す
。

社
長
自
身
な
ど

個
人
が
大
き
く
影
響
を
受
け
る

税
制
改
正

■ 

暦
年
贈
与
の
改
正

年
間
1
1
0
万
円
ま
で
は
贈
与
税
が
か
か
ら

な
い
暦
年
贈
与
の
場
合
、
贈
与
が
発
生
し
て
以

降
、
贈
与
者
が
3
年
以
内
に
亡
く
な
る
と
、
そ

の
贈
与
分
は
相
続
の
財
産
に
足
し
戻
す
必
要
が

あ
り
ま
し
た
。
今
改
正
で
は
、
そ
の
年
数
が
7

年
以
内
に
延
長
さ
れ
ま
す※

。
つ
ま
り
、
よ
り
早

期
か
ら
対
策
を
打
っ
て
お
か
な
い
と
、
贈
与
で

財
産
を
移
管
で
き
た
と
思
っ
て
い
て
も
、
結
局

は
被
贈
与
者
に
相
続
税
が
か
か
っ
て
し
ま
う
可

能
性
が
出
て
き
ま
し
た
。
税
負
担
の
公
平
性
の

担
保
の
観
点
か
ら
行
わ
れ
る
税
制
改
正
で
す
。

■ 

相
続
時
精
算
課
税
制
度
の
改
正 

特
に
何
も
対
策
を
し
な
け
れ
ば
「
暦
年
贈
与
」

が
適
用
さ
れ
る
の
で
す
が
、
親
子
間
で
は
相
続

時
精
算
課
税
制
度
が
使
え
ま
す
。
当
制
度
を
行

使
す
る
た
め
の
エ
ン
ト
リ
ー
（
書
類
提
出
）
を

行
う
と
、
一
生
涯
で
2
5
0
0
万
円
ま
で
贈
与

税
が
非
課
税
に
な
り
ま
す
。
し
か
し
今
回
の
改

正
で
、
相
続
時
精
算
課
税
制
度
の
中
に
、
年
間

［図表2］交際費から除外される飲食費にかかる見直し

出典：「令和6年度 税制改正（案）のポイント」（財務省）

※相続または遺贈により財産を取得した人に限られます。



1
1
0
万
円
の
基
礎
控
除
の
枠
が
設
け
ら
れ
ま

し
た
。
早
期
の
財
産
移
転
を
促
す
の
が
改
正
の

狙
い
で
す
。

こ
れ
ら
の
贈
与
税
に
関
す
る
改
正
は
2
0
2
3

度
の
税
制
改
正
時
の
も
の
で
、
2
0
2
4
年
1

月
1
日
か
ら
影
響
が
あ
り
ま
す
。

■ 

定
額
減
税

個
人
の
所
得
税
3
万
円
と
住
民
税
1
万
円
、

本
人
及
び
扶
養
義
務
者
1
人
あ
た
り
合
計
４
万

円
が
減
税
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
、
実
質
手
取
り

額
が
増
え
ま
す
。

■
　 

子
育
て
世
帯
に
対
す
る 

　 

　
生
命
保
険
料
控
除
制
度
の
拡
充

令
和
7
年
度
税
制
改
正
に
お
い
て
生
命
保
険

料
控
除
制
度
の
一
部
拡
充
が
検
討
さ
れ
る
と
記

載
さ
れ
ま
し
た
。
住
宅
ロ
ー
ン
減
税
や
扶
養
控

除
な
ど
、
子
育
て
支
援
関
連
項
目
と
合
わ
せ
て

検
討
さ
れ
る
可
能
性
が
あ
り
ま
す
。
こ
れ
ら
の

狙
い
は
少
子
化
対
策
で
、
子
育
て
世
帯
が
よ
り

使
い
や
す
い
税
制
を
作
る
と
の
観
点
か
ら
、
検

討
事
項
と
し
て
大
綱
に
盛
り
込
ま
れ
て
い
ま
す
。

子
ど
も
の
扶
養
が
あ
る
場
合
、
所
得
税
の
一

般
生
命
保
険
料
控
除
の
上
限
額
が
6
万
円
に

拡
充
さ
れ
る
こ
と
が
検
討
項
目
と
し
て
挙
げ
ら

れ
て
い
ま
す
。
た
だ
し
、
合
計
の
控
除
額
上
限

12
万
円
は
変
更
あ
り
ま
せ
ん
。

住
宅
ロ
ー
ン
減
税
や
扶
養
控
除
に
つ
い
て
は
、

こ
れ
か
ら
具
体
的
な
数
字
が
検
討
さ
れ
る
と
予

想
さ
れ
ま
す
。

■
　 

i
D
e
C
o
の
改
正

個
人
型
確
定
拠
出
年
金
i
D
e
C
o
の
加
入

可
能
年
齢
が
70
歳
に
引
き
上
げ
ら
れ
、
ま
た
、

拠
出
限
度
額
を
引
き
上
げ
る
こ
と
が
検
討
さ
れ

る
と
大
綱
に
盛
り
込
ま
れ
ま
し
た
。

改
正
を
受
け
て

企
業
が
と
る
べ
き
次
の
行
動

繰
り
返
し
ま
す
が
、
今
回
の
税
制
改
正
で
最

重
要
か
つ
最
大
の
注
目
ポ
イ
ン
ト
は
や
は
り
賃

上
げ
促
進
税
制
で
す
。積
極
的
に
賃
上
げ
を
行
っ

て
い
く
こ
と
で
社
員
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
も
上

が
り
、
そ
れ
が
将
来
へ
の
事
業
投
資
に
も
な
り

ま
す
。
ま
た
、
税
額
控
除
の
影
響
を
大
き
く
受

け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

社
員
教
育
に
つ
い
て
も
、
従
業
員
に
研
修
を

受
け
て
も
ら
う
こ
と
で
人
材
投
資
に
な
り
、
ま

た
税
額
控
除
の
対
象
に
な
る
点
は
か
な
り
大
き

な
影
響
が
あ
り
ま
す
。

最
低
限
で
基
本
給
の
総
額
を
1
・
5
％
以
上

増
加
さ
せ
る
要
件
が
あ
る
た
め
、
事
業
年
度
単

位
で
賃
上
げ
を
計
画
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま

す
。
例
え
ば
せ
っ
か
く
給
与
を
上
げ
て
も
、
直

近
の
事
業
年
度
で
の
給
与
の
総
支
給
額
が
1
・

4
％
し
か
上
が
っ
て
い
な
け
れ
ば
、
控
除
を
受

け
ら
れ
ま
せ
ん
。
こ
れ
は
、
と
て
も
も
っ
た
い

な
い
こ
と
を
し
て
し
ま
う
可
能
性
が
あ
り
ま
す
。

そ
う
な
ら
な
い
た
め
に
も
、
今
か
ら
事
業
計
画

と
し
て
見
据
え
、
準
備
を
進
め
た
ほ
う
が
よ
い

で
し
ょ
う
。

い
ず
れ
に
し
て
も
控
除
対
象
と
す
る
た
め
に

は
、
条
件
を
満
た
す
細
か
い
要
件
が
あ
る
た
め
、

ぜ
ひ
顧
問
税
理
士
さ
ん
と
ご
相
談
の
う
え
、
計

画
を
進
め
て
く
だ
さ
い
。
例
え
ば
直
前
期
分
の

給
与
総
額
か
ら
は
、
役
員
報
酬
を
除
く
こ
と
や
、

雇
用
保
険
の
被
保
険
者
で
は
な
い
従
業
員
の
給

与
を
含
め
な
い
な
ど
細
か
い
要
件
が
あ
る
た
め
、

事
前
に
知
っ
た
う
え
で
税
理
士
に
相
談
す
る
ほ

う
が
よ
い
で
し
ょ
う
。
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●お届けいたしましたのは

（生 24 - 1715, 法人開拓戦略室）

本誌に掲載の記事は
2024年3月1日時点での情報を
基に作成しております。

大学卒業後、福岡地場の中堅税理士法人に入社。
そこでは通常の税務顧問のみならず、給与計算・社会保険の労務等、広範囲での業務を経験。
一般の事業会社の大規模法人から学校法人等の特殊法人の業務も行う。
2015年に税理士法人アイユーコンサルティング入社。入社後は前職の経験を活かした顧問業務や年間
50件（累計300件）を超える相続税申告に対応。20億超の資産家の相続税申告も経験している。
顧問業務と相続業務等で培った経験を活かし、様々な角度からお客様に寄り添ったアドバイスを常に心
がけている。
コンサルティング業務を通じて、出会ったすべてのお客様に豊かさを提供できることをモットーとしている。
https://bs.taxlawyer328.jp/member/megumu-aoki/

税理士法人アイユーコンサルティング
税理士

青木 恵 
（あおき めぐむ）
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